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若者が新潟で働き、学びを社会の発展につなげるために

－JASSOソーシャルボンドを通じた新潟県と日本学生支援機構のエンゲージメント－
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人口減少や若者の県外流出が地域経済の持続性に影響を及ぼす中、新潟県では、若年層の県内就職と定

着を後押しするため、奨学金返還支援制度を導入する県内中小企業等を支援する新たな事業を令和9年度

から開始する予定です。一方、日本学生支援機構（JASSO）は、奨学金事業を支える資金調達の一環として

ソーシャルボンドを継続的に発行し、「教育の機会均等」の理念の下、奨学金事業を通じて社会課題の解決

に取り組んできました。

今回、新潟県によるJASSOソーシャルボンドへの投資表明を契機として、奨学金事業と地域の若者支援という

共通の社会課題について意見交換を行いました。新潟県からは、産業労働部しごと定住促進課の澁谷様と

中村様、JASSOからは、財務部資金管理課の坂本様、今村様、奨学事業戦略部奨学事業総務課の青木様が

参加し、制度に込めた思いや、学生・県内企業への発信の方向性などについて意見を交わしました。新制度

は、県が企業による奨学金返還支援制度の導入を後押しし、将来的には県の支援終了後も企業が自主的に

制度を継続することを目指すものです。

日時 ： 令和8年9月18日（金）14：00～15：00

投資家 ： 新潟県

産業労働部しごと定住促進課 課長 澁谷 幸央 様

産業労働部しごと定住促進課 主事 中村 公宣 様

発行体 ： 独立行政法人日本学生支援機構

財務部資金管理課 課長 坂本 幸介 様

財務部資金管理課 主任 今村 光陽 様

奨学事業戦略部奨学事業総務課 係員 青木 りんご 様

モデレーター ： ＳＭＢＣ日興証券株式会社

公共法人部長 和田 祥美

※新潟県庁行政庁舎西回廊１階多機能型ワーキングスペース「Furatto」にて実施

はじめに

対談概要
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SMBC日興 本日は、新潟県産業労働部しごと定住促進課と日本学生支援機構の皆さまにお集ま

りいただき、JASSOソーシャルボンドへの投資表明をきっかけとしたエンゲージメント対

談を行います。今回は、若者支援・地域の人材確保という政策テーマと、JASSOソー

シャルボンドを通じた教育の機会均等がどのようにつながるのかを掘り下げたいと思い

ます。それでは初めに、皆さまから自己紹介をお願いいたします。

新潟県 澁谷様 新潟県産業労働部しごと定住促進課の課長をしております澁谷と申します。また、同

課で主に奨学金返還支援制度の担当をしております中村です。当課では、移住・定住

施策と働き方改革の双方を担当しています。移住・定住を促進するためには、魅力あ

る職場づくりが不可欠であるとの認識から、奨学金返還支援事業にも取り組んでいま

す。本日はこのような機会をいただきありがとうございます。

JASSO 坂本様 独立行政法人日本学生支援機構 財務部資金管理課の課長をしております坂本と申

します。また、同課で主にJASSOソーシャルボンドの発行業務を担当する今村、そして

JASSOが実施しております企業等の奨学金返還支援制度、いわゆる「代理返還制度」

に関する業務を担当する奨学事業戦略部奨学事業総務課の青木です。本日はこのよ

うなエンゲージメントを企画いただき誠にありがとうございます。

ありがとうございます。新潟県では、令和7年度から基金の一括運用を開始し、債券に

よる効率的な運用を進めていると伺っています。日本学生支援機構の第82回ソーシャ

ルボンドへの投資と投資表明について、財政課からもお話をお聞きになっているかと

思いますが、投資に至った経緯や背景についてお聞かせください。

投資表明の経緯は、財政課から、JASSOによるIRを経て、令和8年2月の第82回債への

投資に際し、あわせて投資表明を実施したと聞いております。私ども産業労働部として

も、教育の機会均等を支えるJASSOソーシャルボンドの社会的意義と、若年層の県内

就職・定着を進める本県の施策には親和性があると受け止めています。今回の対談を

通じて、投資表明を出発点に、奨学金返還支援制度を学生や県内企業の皆さまによ

り広く知っていただく機会にしたいと考えています。

JASSOにとってソーシャルボンドは、在学期間中の学生への奨学金の財源であり奨学

金事業を安定的に実施するための重要な資金調達手段です。同時に、投資家の皆さ

まにJASSOの事業や社会的意義をご理解いただく機会にもなっています。今回、新潟

県の皆さまと、地域の若者支援という共通テーマで対話できることを大変意義深く感じ

ています。また、今回の対談が、新潟県の取り組みやJASSOの代理返還制度を広く

知っていただくきっかけとなり、全国での利用促進につながることを期待しています。

SMBC日興

新潟県 澁谷様

はじめに：投資と政策がつながるエンゲージメント

JASSO 坂本様
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新潟県では、人口減少や若者の県外流出が長年の課題とされています。産業振興の

観点から、若手人材の確保・定着をどのように位置付けていますか。

新潟県 澁谷様

新潟県が直面する課題：若者の県内就職・定着の重要性

地方において人口減少が喫緊の課題であるということは共通の

認識かと思います。新潟県の人口は令和7年10月1日時点で約

207万人ですが、令和6年10月1日と比較すると約2万7,000人減

少しており、これは、県内の中規模都市一つ分に相当する規模

です。そのうち、約2万3,000人が自然減、約4,000人が社会減と

なっています。社会減のうち最も多いのが20～24歳で、3,000人

弱が転出超過となっており、若い世代が就職を契機に新潟県

SMBC日興

新潟県 澁谷様

新潟県の新制度のポイント

「若者県内就職促進奨学金返還支援事業」（令和9年度から開始）

• 県内中小企業等が従業員の奨学金返還を支援した額の一部を県が補助

• 補助率は企業等が行った奨学金返還支援額の2分の1以内、対象従業員1人あたり

年間上限10万円、最大6年間支援

• 1事業者につき毎年の新規申請は2人、通算4人まで申請可能

• 10万円×4人×6年間＝最大240万円の補助

• 企業等から従業員に対する支援方法は、本人給付またはJASSO等への代理返還が

可能

を離れている状況です。県では、移住支援金をはじめ、様々な移住・定住施策を実施

しています。また、先ほど申し上げたとおり、若者の県内定着には魅力ある職場づくり

が重要です。暮らしと仕事の両面から柔軟な働き方を支援する中で、今回、重点施策

として打ち出したのが奨学金返還支援制度です。

新潟県にとって、若者の県内就職・定着は、地域経済を支える基盤そのものです。県

内企業、特に中小企業では、人材確保が経営上の大きな課題となっています。若手

人材が県内で働き続けることは、企業の事業継続や技術・ノウハウの承継、ひいては

地域産業の持続的な発展につながります。

一方で、学生や若手社会人は、就職先を選ぶ際に、給与水準だけでなく、働きやすさ、

将来のキャリア形成、福利厚生、地域での暮らしやすさなどを総合的に見ています。

奨学金返還支援制度は、若者の経済的負担を軽減するだけでなく、「若者を大切に

する企業」であることを示すメッセージにもなります。
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先ほど澁谷様からご紹介いただきましたが、今回の対談の中心テーマである、令和9

年度から開始予定の奨学金返還支援制度について教えてください。

県では、若年層の県内就職および定着を促進するため、県内

の中小企業等が従業員の奨学金返還を支援する制度を新た

に導入し、実際に返還支援を行った場合、その一部を補助する

「若者県内就職促進奨学金返還支援事業」を令和9年度から開

始します。企業の皆さまには、この制度を契機として、若手人材

の確保・定着に向けた取り組みを始めていただきたいと考えて

います。

ポイントは、学生や若手社会人に対して「若者を大切にする企業であること」を直接訴

求できることです。就職活動の段階で、「この企業は奨学金返還を支援してくれる」「新

潟県には若者を支える制度がある」と知ってもらえれば、県内就職を具体的な選択肢

として考えていただけます。制度を設けて終わりではなく、多くの県内企業に導入して

いただくとともに、学生やU・Iターン希望者にこうした取り組みを広く知っていただくこと

が重要です。県の支援を契機として企業へ制度を定着させ、将来的には企業が自主

的に制度を継続することを目指しています。

新潟県 中村様

JASSOでも、企業等による代理返還制度の普及に取り組んでいます。企業が従業員の

奨学金返還残額の一部または全部をJASSOへ直接送金できる仕組みであり、若手人

材を支援する福利厚生になることに加え、企業と従業員の双方が税制上や社会保障

上の優遇を受けられるメリットにも関心が高まっています。自治体が企業の導入を後押

しすることは、制度の広がりにとって非常に大きな意味がありますし、奨学金の貸与か

ら返還支援まで、学生の学びを支えその後の社会での活躍につなげるという意味で、

新潟県の取り組みとは親和性が高いと感じています。

令和9年度開始予定の新制度：企業を通じて若者を支える

新潟県 中村様

JASSO 青木様

就活生を対象にしたアンケートでは、就職活動で企業選びをする際に28.1%の就活生

が奨学金返還支援制度の有無に注目しているとの回答結果が出ています。こういった

声や、令和3年度からは企業からJASSOへの直接送金が可能となったことなどを背景

に、代理返還制度を導入する企業は増加傾向にあります。

JASSO 坂本様

SMBC日興

JASSOから代理返還制度を取り入れている企業に対してヒアリングを実施する機会が

ありますが、制度を取り入れた効果として「雇用面でメリットが大きい」「離職率の低下に

つながっている」との反応も伺っています。

JASSO 青木様
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本県では、就職等を契機とした若者の県外流出が多いことから、平成28年度に「Uター

ン促進奨学金返還支援事業」を創設し、県内にUターン転職した方を対象に奨学金等

の返還を支援してまいりました。多くの方にご利用いただいてきましたが、本制度は令

和8年度をもって新規認定を終了する予定です。ただし、既に認定された方への支援

は、所定の支援期間中、引き続き実施します。

令和9年度から新たに開始する「若者県内就職促進奨学金返還支援事業」は、企業が

従業員の奨学金返還を支援する取り組みそのものを後押しする点に特徴があります。

県のサポートにより企業の財政的な負担を軽減する仕組みではあるものの、県が恒久

的に補助を続けることは現実的ではないため、将来的には企業自身で自走し持続可

能な取り組みとしていただきたいと考えております。このため、支援額は企業と県で半

額ずつ負担する仕組みとし、新たに奨学金返還支援の取り組みを導入した企業のみ

を対象としています。対象者を拡大した点もポイントです。Uターン転職者に限定せず、

新卒者やIターン者など、所定の要件を満たす幅広い若年層を対象とし、企業の採用・

定着施策と結び付けることで、県全体への波及効果を期待しています。

企業等の代理返還制度や、自治体による奨学金返還支援制度

は、制度を導入・活用する企業や自治体が増えるほど、学生や

若手社会人に認知されやすくなります。また、自治体の補助制

度があることで、企業が導入しやすくなり、結果として、支援を利

用できる若者も増えていきます。新潟県のような取り組みにより、

県内企業が代理返還制度を導入しやすくなれば、若者にとっ

て新潟県内で働くことがより具体的で前向きな選択肢となり、そ

れが県内企業の若手人材の確保・定着を後押しし、地域産業

を支える人材基盤の強化につながると考えています。

新潟県では、既にUターン促進奨学金返還支援事業も実施されています。今回の新

制度は、既存施策とどのような関係にありますか。

個人向け支援から、企業の制度導入を後押しする支援へ

JASSO 坂本様

新潟県 澁谷様

SMBC日興

JASSO 坂本様

JASSOソーシャルボンドを購入していただいた投資家の中には、代理返還制度を導

入している企業も少なくありません。JASSOソーシャルボンドへの投資を通じて得られ

た運用収益を返還支援に活用しているというお話を伺うこともあり、投資と返還支援

の取り組みが相互に循環しながら広がっていることを大変心強く感じています。
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今回は、投資表明を出発点に、制度趣旨や地域課題との接点についてお話しいただい

ています。発行体であるJASSOとして、投資家との対話にどのような意義を感じていますか。

発行体としては、投資家の皆さまがどのような社会課題に関心を持っているか直接伺えることに

大きな意義を感じています。第80回債発行記念対談でも、ソーシャルボンド発行の目的として、

投資家層の裾野拡大、中長期的な安定調達、そしてより多くの方々にJASSOの事業を知ってい

ただき、社会課題への取り組みや貢献についてご理解いただくことの重要性を述べました。

JASSO 今村様

ソーシャルボンドへの投資が生む対話の価値

実際のIRの場でも、投資家の皆さまから「投資した資金が奨学金として

利用されるため資金使途が分かりやすい」「自身も奨学金を利用して

いた」「将来、子どもが利用するかもしれないので関心がある」といった

お声をいただくことがあります。奨学金事業は、資金使途が明確な社

会的事業というだけでなく、多くの方にとってご自身やご家族の経験と

結びつきやすい、非常に身近なテーマであると実感しています。

JASSOでは、平成30年度からソーシャルボンドを継続的に発行しており、

新潟県のように、奨学金事業の社会的意義に賛同いただいた投資家の皆さまから、投資表明

をいただいています。最近では、ESG投資に対する意識の広がりとともに、自治体や学校法人

などのほか、事業法人からも投資表明をいただけるケースが増えており、中には、代理返還制

度を導入している企業もあります。投資表明の件数は、令和8年9月に発行した第84回債までで

累計1,496件となりました。少しずつではありますが、投資家層の裾野を広げるという目標を達成

しつつあり、引き続き、ソーシャルボンドの発行を通じてJASSOの事業への賛同の輪を広げてま

いりたいと考えています。

SMBC日興

JASSO 今村様



10

エンゲージメント
新潟県 × 日本学生支援機構

JASSO 今村様

県としても、JASSOと一緒に発信することで、制度の信頼性や分かりやすさが高まると

考えています。学生に対しては、新潟県内で働くことが将来の選択肢になり得ること、

企業に対しては、奨学金返還支援が採用・定着に有効な取り組みであることを伝えた

いです。また、既に奨学金返還支援に取り組んでいる企業の中には、採用活動にお

いて制度の魅力をどのように発信すればよいか悩んでいる企業もあります。今回の記

事をきっかけに、こうした企業の取り組みが広く周知され、学生が就職先を選ぶ際の新

たな判断材料となることも期待しています。

県のHPでは、奨学金返還支援を導入している企業を掲載しています。若者の定着や

人材育成に取り組んでいる県内企業を知っていただくきっかけとして、活用いただけ

ればと思います。

新潟県 澁谷様

今回ご参加の中村さん、今村さん、青木さんは、それぞれ制度運営や資金調達の実

務を担当されています。日々の業務で感じるやりがいや、今回のテーマへの思いをお

聞かせください。

制度設計や周知の仕事は、すぐには成果が見えにくい面もあります。ただ、学生や企

業の方から「こういう制度があるなら新潟県内で働くことを考えたい」「採用活動で打ち

出してみたい」といった反応をいただけると、地域の未来に関わる仕事であることを実

感します。

JASSOは、我が国の学生の学びを支える重要な役割を担っています。債券発行による

調達資金は、利息付きの貸与奨学金である第二種奨学金に全額充当しています。資

金使途が明確であり、教育の機会均等に貢献する点に大きな意義があります。JASSO

ソーシャルボンドの発行を通じて、投資家の皆さまから奨学金事業の社会的意義に共

感いただけることは、日々の業務の励みになります。

返還支援制度は、奨学金を返還する段階になった方を、企業

や自治体が支える仕組みです。企業や自治体からの問い合わ

せや導入事例が増えるたびに、奨学金を利用した方が社会に

出た後も支えられる環境が少しずつ広がっていると感じます。

新潟県の新制度によって、さらに多くの企業に関心を持ってい

ただけることを期待しています。

実務担当者の視点：業務を通じて感じる社会的意義

新潟県 中村様

JASSO 今村様

JASSO 青木様

SMBC日興

JASSO 青木様
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学生・企業へのメッセージ

最後に、学生、若手社会人、県内企業に向けたメッセージをお願いします。

学生や若手社会人の皆さんには、新潟県内で働くことをぜひ前向きに考えていただき

たいです。県内には、地域に根ざしながら魅力ある事業を展開する企業が多くありま

す。奨学金返還支援制度は、そうした企業と若者をつなぐきっかけの一つです。

県内企業の皆さまには、奨学金返還支援を単なる福利厚生ではなく、若手人材への

メッセージとして活用していただきたいと思います。若者を応援する姿勢は、企業の魅

力を高め、地域全体の人材確保にもつながると考えています。学生の皆さまには、就

職先を選ぶ際には、仕事内容や給与とともに、奨学金返還支援制度の有無も判断材

料の一つとして注目していただきたいと思います。

新潟県 澁谷様

新潟県 中村様

今回は奨学金返還支援に対する新潟県の取り組みについてお伺いすることができま

したが、このような若手人材の地方回帰・定着に資する取り組みが全国的にも広がり、

成果に繋がっていくことを期待しています。JASSOとしても、代理返還制度の更なる拡

大を通じて、返還支援の取り組みを推進していきたいと思います。

JASSO 坂本様

奨学金は、学ぶ機会を支える制度です。そして返還支援制度は、学んだ後の歩みを

社会全体で支える仕組みです。新潟県や県内企業の取り組みが、若者の不安を少し

でも和らげ、前向きなキャリア選択につながることを願っています。また、これから進学

を考える方や保護者の方にも、卒業後の返還を支える制度があることを知っていただ

き、進学の後押しになればと思います。

JASSO 青木様

JASSOは、ソーシャルボンドの発行を通じて、投資家の皆さまから調達した資金を奨学

金事業に活用しています。今回のような対談を通じて、投資家の皆さまとともに奨学金

事業の社会的意義を発信することで、より多くの方に奨学金事業への理解を深めてい

ただくことを期待しています。

JASSO 今村様

本日の対談では、新潟県によるJASSOソーシャルボンドへの投資表明を契機として、

奨学金事業、若者の県内就職・定着、企業の人材確保という共通の社会課題につい

て意見を交わしました。弊社としても、発行体と投資家の皆さまをつなぎ、SDGs債市場

の発展と社会課題の解決につながる対話を引き続き支援してまいります。本日はあり

がとうございました。

SMBC日興

SMBC日興
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（右から）

独立行政法人日本学生支援機構 財務部資金管理課 主任 今村 光陽 様

奨学事業戦略部奨学事業総務課 係員 青木 りんご 様

財務部資金管理課 課長 坂本 幸介 様

新潟県 産業労働部しごと定住促進課 課長 澁谷 幸央 様

                         産業労働部しごと定住促進課 主事 中村 公宣 様

ＳＭＢＣ日興証券株式会社  公共法人部長 和田 祥美

新潟県庁1階ロビーにて 令和8年9月18日（金）エンゲージメント対談終了後
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ご参考：関連URL（新潟県）

企業向けの若者県内就職促進奨学金返還支援事業のご案内

https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/shigototeijyu/gakushien.html

新潟で就職を検討している皆様へ～奨学金返還支援制度を導入している企業のご紹介～

https://www.pref.niigata.lg.jp/site/n-career/company-s.html

https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/shigototeijyu/gakushien.html
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/n-career/company-s.html
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/n-career/company-s.html
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/n-career/company-s.html
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/n-career/company-s.html
https://www.pref.niigata.lg.jp/site/n-career/company-s.html
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